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研究成果の概要（和文）：中長期にわたる交通行動の変遷の理解と予測のため，名古屋の 30 年
にわたる 4 時点の断面データを活用して，交通行動分析を行った．その結果，中長期にわたる
交通手段選択行動と自動車保有行動の変遷についての理解が進んだ．また，直近の 1 時点のデ
ータだけではなく過去のデータを用いることで需要予測精度を向上させる方法を提案した．さ
らに，需要予測の誤差要因の解明，途上国の交通行動予測への適用，所得データの取り扱い，
行動変化分析のための技術的検討，を行った． 
 
研究成果の概要（英文）：To understand and forecast travel behaviours in long-time horizon, 
travel behaviours are analysed utilising repeated cross-sectional data collected in 
Nagoya at four points in time covering three decades. The analyses provided insights into 
better understandings of long-term dynamics of travel mode choice behaviours and car 
owning behaviours. The author proposed a methodology to improve travel demand forecasts 
by utilising not only the most recent dataset but also an older dataset. In addition, 
the author investigated reasons of forecast inaccuracies, applied models in developed 
countries to developing countries, proposed a methodology to handle income data 
appropriately, and addressed technical issues for analysing travel behaviour changes. 
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１．研究開始当初の背景 
 
 個人の交通行動が中長期にわたって安定
しているかどうかは交通需要予測において
非常に重要な意味を持つ．予測モデルのパラ
メータは予測時点で利用可能となっている
データを用いて求めざるを得ない．このため，

予測の前提として，予測モデル構築のために
用いたデータをよりよく説明するモデルが
将来のデータもよりよく説明することを仮
定している．もし，この仮定が成り立たない
のであれば，大きな予測誤差をもたらすこと
となる．特に，交通施設は計画から完成まで
長い時間がかかること，そして耐用年数も長
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いことを考えると，需要を中長期にわたって
予測することは極めて重要である． 
 当然，このような分析を行うためには長期
間にわたって収集された交通データが必要
である．幸い，わが国の大都市圏では世帯お
よびその構成員を 2～3 パーセントの比率で
抽出した交通調査（パーソントリップ調査）
データが整備されている．このデータでは，
世帯属性（居住地や自動車保有など），個人
属性（性別，年齢，勤務・通学先，免許の有
無など），および調査日における各個人の全
交通行動（出発・到着地，出発・到着時刻，
利用交通手段，移動の目的など），が得られ
ている． 
 パーソントリップ調査データは日本の 3大
都市圏では 1960 年代後半あるいは 1970 年代
前半から 10 年に 1 回実施されている．本研
究での主たる分析対象地域である名古屋都
市圏でも 1971，1981，1991，2001 年の 4 時
点のデータが，研究を開始した 2010 年当時
に利用可能となっていた．いま，データ数と
して 4 時点，期間として 30 年のデータが得
られていることは，長期の交通行動分析にお
いて，今までにはなかった環境がデータの面
から整っていると言える．そこで，このよう
なデータを用いて様々な分析を行うことに
よって長期の交通行動に関する新しい知見
が得られると考えられる． 
 
２．研究の目的 
 
 以上のような背景をもとに，以下の目的を
もって研究に着手した． 
 
(1) 交通行動の経年変化の分析 
 経済成長などのさまざまな環境の変化を
経験する中で，交通行動がいかに変化してき
たかは大きな関心事である．まず，各時点の
データを個別に用いてモデルを構築し，交通
行動モデルのパラメータがどのように変化
してきたか，その傾向を知ることを目的とす
る．また，複数時点のデータを同時に用いて，
パラメータの時点間変化もモデル化する方
法を検討することも目的とする． 
 
(2) 複数時点のデータを活用した需要予測 
 予測モデル構築時に複数時点で得られた
データが利用可能であっても，通常の予測で
は直近の 1 時点のデータのみを用いている．
これは，直近のデータが過去のデータに比べ
て将来時点の交通行動を表現するのに適切
であると考えられているからである．しかし，
この考えでは貴重な過去のデータを無駄に
している．先に述べた複数時点のデータを同
時に用いた分析で，パラメータの変化までモ
デル化することができれば，将来のパラメー
タ値を予測することが可能となり，よりよい

需要予測を行うことができると期待される．
複数時点のデータを活用した需要予測手法
を提案することを目的とする． 
 
(3) 複数地点のデータを用いた分析 
 同一の都市圏における複数時点のデータ
を用いた分析に加え，複数地点のデータを用
いた分析を行う．ここでは，特に先進国と途
上国の比較を行う．先進国と途上国では経済
発展の程度が異なるため，同じ時点（西暦年）
における交通行動が必ずしも類似している
とは限らない．複数時点の名古屋のデータを
用いることで途上国の交通行動は先進国の
どの時点と類似しているか検討することを
目的とする． 
 
(4) 所得データの分析 
 経済状況を把握するためのデータに所得
がある．交通行動の中でも自動車保有行動な
どは経済レベルとも密接な関係があるため，
所得のデータは重要であると考えられる．し
かし，正確な所得を調査によって得ることは
極めて難しい．所得のデータに関連する諸問
題を適切に取り扱う方法を提案することを
目的とする． 
 
３．研究の方法 
 
 以上の研究の目的を達成するため，次のよ
うな方法に基づいて研究を実施した． 
 
(1) 個人の交通手段選択行動の分析 
 名古屋の 1971，1981，1991，2001 年のデ
ータを個別に用いて交通手段選択モデルを
構築し，パラメータを比較することによって
交通手段選択行動がどのように変化してき
たかを分析した．次に，1971，1981，1991 年
のデータを用いて，2001 年の交通手段選択行
動を予測するという問題を取り扱った．予測
に用いたモデルは，1971，1981，1991 年のデ
ータを個別に用いたモデルのほか，3 時点の
データを同時に用いたモデルである．3 時点
のデータを同時に用いたモデルは，パラメー
タが時点ごとに変化することを許容するこ
とで，将来時点のパラメータ値を予測するこ
とが可能な形で構築した．これらのモデルの
予測精度について比較することで，予測には
直近の 1時点のデータのみを用いたほうがよ
いのか，過去のデータも用いたほうがよいの
かに関する知見を得た． 
 
(2) 世帯の自動車・二輪車保有行動の分析 
 名古屋の 1981，1991，2001 年のデータを
個別に用いて自動車・二輪車保有モデルを構
築し，パラメータを比較することによって保
有行動がどのように変化してきたか分析し
た．次に，名古屋の 1981，1991 年のデータ



を個別に用いたモデルで 2001 年の保有行動
を予測するという問題を取り扱った．2001 年
の保有行動は 1981，1991 年のどちらに近い
のか検討した．また，同様のモデルをバンコ
クの 1995-1996 年，クアラルンプールの
1997-1999 年のデータを個別に用いて構築し
た．構築したモデルのパラメータを途上国と
先進国の間で比較することでその違いにつ
いて考察した．次に，バンコクの保有行動を，
クアラルンプールと名古屋の 3時点のデータ
を個別に用いたモデルで予測し，途上国の保
有行動が先進国のどの時点のデータを用い
ることで最もよく予測できるか，途上国と先
進国のどちらのモデルを用いるとよりよく
予測できるか検討した．同様に，クアラルン
プールの保有行動を，バンコクと名古屋の 3
時点のデータを個別に用いたモデルで予測
した． 
 
(3) 交通需要予測の事後評価 
 以上の研究は，都市圏全体を対象として，
交通行動を比較するとともに，予測した．こ
こでは，特定の交通プロジェクトとして桃花
台線ピーチライナーを取り上げ，長期交通需
要予測の事後評価を行った．計画者は 1971
年のデータを用いて各年の需要予測を行っ
ていたが，そのうち 1991 年を対象として予
測したものを取り上げ，その予測値と実績値
を比較した．また，予測値が報告されていな
いものについては，予測手法などの報告され
ている情報をもとに筆者が予測値を算出し，
実績値と比較した．計画者が用いたモデルと
は別のモデルを用いることで予測手法によ
る予測の差異も検討した． 
 
 以下は，長期多時点データを用いた分析で
はないが，長期多時点分析に資すると考えら
れる分析である． 
 
(4) 所得データの適切な取り扱い 
 長期的には大きく変化すると考えられる
経済状況をモデル化するためには所得のデ
ータは重要であると考えられるが，調査で得
られる所得データは様々な問題を含んでい
る．具体的には，カテゴリーで得られたデー
タに含まれる観測誤差，回答拒否，過大ある
いは過小報告，他の属性との相関である．こ
こでは，これらの問題を，所得を表す潜在変
数を用いることによって取り扱った． 
 使用データは 2005 年に得られた日本版総
合的社会調査（JGSS）データであり，世帯の
所得が 19 のカテゴリーで得られている．し
かし，所得の情報は 63.2%のサンプルからし
か得られておらず，残りの 36.8%のサンプル
については不明であった．JGSS データでは世
帯の自動車保有についての情報も得られて
いるので，自動車保有モデルを対象に所得デ

ータの取り扱いについて検討した． 
 
(5) 効率的な SP 調査設計 
 交通調査と関連して，効率的にデータを入
手する方法について検討した．交通行動デー
タには実際の行動結果を観測した RP 
(Revealed Preference)データと仮想的な状
況における行動意向を観測した SP (Stated 
Preference)データがある．ここでは，SP 調
査をいかに効率的に設計するかについて検
討した．これは，自動車と公共交通という 2
選択肢からの選択を例にとると次のように
説明できる．RP データとして観測された選択
結果が自動車だった個人には，公共交通を選
択しやすくなるような仮想的な状況下で選
択意向をたずね，選択結果が公共交通だった
個人には，自動車を選択しやすくなるような
仮想的な状況下で選択意向をたずねる．仮想
的な状況の設定は，公共交通あるいは自動車
の所要時間や費用といったサービスレベル
を X倍，あるいは 1/X 倍するという形で行っ
た．このとき，RP データと SP データを同時
に用いてモデルを推定する場合，X をいくつ
に設定するのが推定効率性の観点から適切
か検討した．特に，RP データと SP データを
同時に用いた推定の場合，RP モデルと SP モ
デルの誤差項にどのような仮定を設けるか
で様々なモデル構造が考えられるので，この
点に着目した．様々な Xについて分析を行う
必要があるため，シミュレーション手法を採
用した． 
 
(6) 行動変化を表現するモデルの評価指標 
 長期的に変化する交通行動を分析するに
は，その変化の表現という観点からモデルを
評価する必要がある．しかし，これまで，交
通行動モデルの評価は，モデル構築に用いた
データへの適合や予測対象となるデータへ
の適合といった観点から行われてきた．例え
ば，モデル構築に用いたデータにおいて自動
車を利用していた個人が予測対象時点では
公共交通を利用していたとする．従来の指標
では，モデル構築に用いたデータで自動車を
利用したことを表現できているか，予測対象
時点で公共交通を利用したことを表現でき
ているか，ということで評価されてきた．し
かし，行動変化という観点からは，「過去に
自動車を利用していた個人が公共交通に転
換した」ということを評価しなければならな
い．このような評価をできる指標を提案し，
行動変化を表現するモデルにはどのような
ものが適切かを検討した． 
 交通行動の変化自体を知るには同一個人
の複数時点のデータが必要となる．しかし，
そのようなデータは今回得ることができな
かった．そこで，名古屋で得られた出勤交通
行動の変化意向を表す SP データを用いて分



析した． 
 
４．研究成果 
 成果を「３．研究の方法」の各項目と対応
させて記述する． 
 
(1) 個人の交通手段選択行動の分析 
 名古屋の 1971，1981，1991，2001 年のデ
ータを個別に用いた，鉄道，バス，自動車の
3 選択肢からの出勤交通手段選択モデルの推
定結果を表 1に示す． 
 

表 1 交通手段選択モデルの推定結果 

変数 1971 1981 1991 2001

定数項（バス） 0.127 -0.392 -0.638 -1.03 

定数項（車） -1.15 -0.645 0.301 0.560 

所要時間 
（60 分） 

-0.606-1.81 -1.59 -2.60 

男性（鉄道） 0.577 0.787 0.812 0.511 

男性（車） 1.97 2.17 1.78 1.38 

20歳以上（車） 0.900 0.764 0.776 0.511 

65 歳以上 
（バス） 

1.91 1.37 1.33 0.561 

名古屋市（車） -1.12 -1.77 -2.18 -2.21 

注：括弧内に含まれる選択肢の説明変数．た
だし，所要時間は 3 選択肢共通の説明変数． 
 
 これらの推定値を比較すると，一定の傾向
が見て取れる．バスの定数項の一貫した減少，
車の定数項の一貫した増加はモータリゼー
ションの進展によるものと考えられる．所要
時間に関しては，1991 年を除いて一貫して絶
対値で大きくなっており，所要時間が意思決
定において重要になってきたと考えられる．
男性は 1991 年までは鉄道利用の効用が大き
くなる傾向がみられたが，2001 年では小さく
なっている．男性の車利用の効用は 1981 年
を除いて減少傾向にある．年齢による影響は
ほぼ一貫して減少傾向にある．名古屋市を出
発地または到着地にもつ場合には車利用の
効用は一貫して小さくなる． 
 次に，上で推定した 1971，1981，1991 年
のモデルによって，2001 年の交通手段選択行
動を予測したところ，予測結果は良いほうか
ら 1991，1981，1971 年のモデルであり，予
測モデルを構築するには直近のデータを用
いる必要があることが確認できた． 
 さらに，各時点個別のモデルに加えて，3
時点のデータを同時に用いたモデルを構築
した．筆者は，「西暦 t 年のパラメータ＝基
準年のパラメータ＋変化を表現するパラメ
ータ×（西暦年 t－基準年）」という関係を仮
定した．こうすることで，将来時点のパラメ
ータも，西暦年を代入すれば予測可能となる．
2001 年の予測に適用した結果，筆者の提案し
たモデルは，直近の 1991 年のモデルよりも
予測精度が優れていた． 

 複数時点のデータが利用可能でも，これま
では直近の 1時点のデータのみが用いられて
きた．本研究では 3時点のデータを同時に用
い，パラメータを時間の関数として表現する
ことで，予測精度が向上するという新しい知
見が得られた．予測において過去のデータを
効率的に利用する可能性を示したという点
で大きな意義がある． 
 また，「変化を表現するパラメータ」のい
くつかが有意に推定された．既存研究でも定
数項はモータリゼーションの影響など他の
説明変数では説明できない多様な要因を含
むため，時点間で安定していない可能性が指
摘されていた．今回の分析でも，定数項は有
意に変化しており，従来の研究と矛盾しない
結果となった．しかし，今回は所要時間のパ
ラメータも有意に変化するという結果にな
った．所要時間というサービスレベルに対す
る感度は時点間でも一定であると考えられ
ることが多かったため，今回の結果は，これ
までの知見に疑問を投げかけるものとなっ
た． 
 本結果は，2012 年 7 月に International 
Conference on Travel Behaviour Research
で発表した．そのときに，長期多時点データ
を用いた分析をしている研究が複数件あり，
筆者の既発表の論文を引用していた．長期の
多時点データを用いた分析は様々な国のデ
ータを用いて行われている注目されている
テーマである．なお，今回の研究内容は
Transportation（国際査読雑誌）で出版した． 
 今後は，パラメータの変化を表す関数形に
ついて検討することで発展が見込まれる．既
に，上で述べた 1 次関数（線形）以外に，2
乗，1/2 乗，指数，対数の場合も検討し，線
形の場合に問題が少ないと考えている．また，
時間の関数だけではなく，GDP の関数になる
場合なども含めて分析することでも知見が
得られると考えている． 
 
(2) 世帯の自動車・二輪車保有行動の分析 
 名古屋の 1981，1991，2001 年のデータを
個別に用いて自動車・二輪車保有モデルを構
築し，パラメータを比較することによって，
年齢や性別による保有行動の差がなくなっ
てきたことが明らかになった．これは，年齢
や性別によらず誰でも自動車・二輪車を保有
する傾向にあることが考えられる．また，
1981，1991 年のモデルで 2001 年の保有行動
を予測したところ，1991 年のほうがよりよい
予測を行うことができ，予測モデルを構築す
るには直近のデータを用いる必要があるこ
とが確認できた． 
 同様のモデルをバンコクの 1995-1996 年，
クアラルンプールの 1997-1999年のデータを
個別に用いて構築し，名古屋の結果と比較し
た．特筆すべきは，自動車保有と二輪車保有



の間に名古屋では補完的な関係があるのに
対し，途上国では代替的な関係があるという
ことだった． 
 次に，バンコクの保有行動を他のモデルで
予測した．その結果，中京圏の 1991，2001
年のモデルよりも 1981 年のモデルによって
よりよく予測された．先進国の自動車・二輪
車保有は途上国に比べて数十年先んじてい
るために，1990 年代後半の途上国の保有行動
は 1981 年の名古屋のデータを用いたモデル
でよりよく予測できたと考えられる．また，
クアラルンプールのモデルのほうが名古屋
の 1981 年のモデルよりも適切に保有行動を
予測でき，途上国の予測には途上国のデータ
を用いることが有益であることも示された．
このことは，同様の分析をクアラルンプール
の予測について行った結果からも確認でき
た．  
 本結果は，Transportmetrica（国際査読雑
誌）で出版されている．今後の課題は，複数
時点のデータを同時に用いたモデルを他の
地域の予測に適用することが挙げられる． 
 
(3) 交通需要予測の事後評価 
 計画者による需要予測は 841%の過大予測
であったが，その内訳は，対象地域の設定の
誤り（15.5%の過小予測），人口予測の誤り
（71%の過大予測），全交通手段による交通量
を各交通手段に割り当てる分担段階の誤り
（185–555%の過大予測），その他の誤差
（0.575%の過小予測から 129%の過大予測の
範囲）となった．その結果，最も大きな誤差
は分担段階に起因することが分かった．分担
段階の予測誤差（185–555%の過大予測）は，
競合していた JR 線を適切に考慮すると
44.9–233%の過大予測にまで削減することが
可能だった．また，計画者は分担率曲線モデ
ルという所要時間によってのみ交通手段の
分担率が決まるというモデルを用いていた
が，筆者はそれ以外のさまざまな変数の影響
を個人レベルで考慮できる非集計ロジット
モデルを構築した．モデルの構築には計画者
が用いたのと同じ 1971年のデータを用いた．
その結果，非集計ロジットモデルを用いるこ
とで予測誤差は 31.7%の過小予測から 57.0%
の過大予測の範囲にまで削減可能であった． 
 本結果は，2011 年 9 月に International 
Conference on Competition and Ownership in 
Land Passenger Transport で発表した．需要
予測の精度向上は社会的にも重要な意味を
持つので，このような個別の事後評価事例を
積み重ねることが重要であると考えられる． 
 
(4) 所得データの適切な取り扱い 
 以下の 3 つのモデルを構築し，比較した． 
 
①所得を説明変数に含まない自動車保有モ

デル 
②所得の中央値（各カテゴリーの真ん中の
値）を説明変数に含む自動車保有モデル（所
得を回答していない世帯については「回答な
し」という別の変数を導入） 
③潜在変数を用いた自動車保有モデル 
 
 潜在変数を用いたモデルは図 1で示される．
自動車保有を表す効用は所得を含む世帯属
性によって説明されると考える．しかし，回
答者の報告した所得は，観測誤差，回答拒否，
過大・過小報告，他の属性との相関，などの
問題を含んでいる．そこで，これらの問題を
含まない真の所得を表す潜在変数を考える．
この潜在変数そのものを観測することはで
きないが，上で述べたような様々な問題を持
った形で所得の報告値として観測されてい
ると考える．また，潜在的な所得は効用を経
て，自動車の保有有無としても観測されてい
る．つまり，単に所得の報告値と世帯属性を
関係づけるよりも優れた方法であると考え
られる．所得の回答が得られていない場合に
ついては所得の報告値の情報は用いないが，
保有の有無という情報は用いることができ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 潜在的な所得を考慮したモデル 
 
 モデルを推定した結果，自動車保有モデル
の適合度の良い順に，③，②，①となった．
このことにより，世帯の所得を潜在変数とし
て取り扱うことにより，保有行動をよりよく
モデル化できることが示された． 
 この結果は，2013 年 1 月に Annual Meeting 
of the Transportation Research Board で発
表した． 
 
(5) 効率的な SP 調査設計 
 SP モデルの誤差分散が RP モデルの誤差分
散に比べて大きい場合には変化量 Xを大きく
したほうがよい，RP モデルと SP モデルの誤
差項が両モデルに共通する項と互いに独立
な項の和で表現されるという仮定に基づく
モデルでは変化量がない（X=1.0）場合の近
傍が最適，という知見が得られた．さらに，

 

 

潜在的

な所得

効用

世帯属性

所得の 

報告値 

保有の

有無 



プレ調査のデータを用いて適切な誤差項の
仮定に従ってシミュレーションを行うこと
により，適切な X を定める方法を提案した． 
 この分析は，Journal of Choice Modelling
（国際査読雑誌）と『土木学会論文集』（国
内査読雑誌）で出版されている． 
 
(6) 行動変化を表現するモデルの評価指標 
 モデルを「選択確率の上昇」および「同時
選択確率の上昇」という指標によって評価し
た．筆者の用いたデータには，ある属性の劣
位を他の属性の優位で補うことはできない
という非補償型のモデルや，属性の客観値だ
けではなくそれをどのように感じたかとい
う主観的評価値も考慮したモデルが優れて
いた． 
 本分析結果は，IATSS Research（国際査読
雑誌）で出版されている． 
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